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麟手当の届出手続の取扱 い等について (■ 知 )

年度 当初は 人事異動に ともなって諸手当の文結要■ となつている事項に変動

が多 くな ります .

つ きま しては 諧手当の適工な取扱 い年を国る うえで必要な別紙事項について

学校長 をは じめ薇員に対 して よろ しくll指 導 ください

また 義務教言賭学校 の給料スび諸手当については 義務教育■国威負担法の

対象 となつてお りその適切な獣行が求められているところでもあ り 下記につい

て特 に留意 して くだ さい。

紀

1 通勁手当

交通月具 (自 動車等)を 使用する届出の受理に際 しては 市販の地図●によ

る■露  又は 同一所属の他の■員の通動届 と比較す る等 適切な方法によ り

通勤の実情 を確 IBす ること。

2 扶姜手当

別I紙 『2扶 賽手当jの 各項 目について、鼈時その実態 を把握す ること.

特に、配偶者や ,I居 の父母を供養親埃 としている場合 所有限度額超過によ
る多額 の戻入事例が毎年発生 しているので注意す ること。

3 住層手当

支給要件 契約内容等 について 闘喘 事後饉諄 を行 うこと.

また 失益贅 駐ユ

`代
を含んだ奎預で申請を している事例が多 く見られ る

ので注意すること。

4 介護体嘔による綸与餞猥処理

介饉休暇 による給与の減額を行わなければな らない臓員については、月例報
告業務 を適 IIに 行 うとともに 介護休 1口 月添付書類の写 しを教m員 課給与菫ま
で提出す ること。 (「 平成 6■ 12月 21日 付 6軟義第 993,通 知による別
紙様式参照 サ )

5 その他

人事異動に伴 う履歴書については 各市肛村 (学 校 l■ 合)毎 に取 り級いが異
なっているが 今後は 「職員は採用時に履歴書を 2通 作成すれば 以降は新規
に晨歴 書を,成 する必要はないJと い うこととし その,い を続―す る。



,1紙

1 通勁手 当

(1)交 通月具 (自 動車等 )を 使 用す る場合 は 通 勤の実● (実 際 の通 動糧 躊 )

につ いて、届 出を させ ること。
(2)文 給要性 を具備 す る (欠 く)に 至 った場合  連贅 等の改定  道勤 方法 の変

更の場合等は速ゃ かに届 出をす る必要が ある
特 に 4月 1日 付 け人事異動 に伴 つて勤務公署 が変 わつた職員 につ いて の届

出に l■ 意す る。

(3)住 居変更 で昼 出の場合  当該賊員 に住居手 当 ヽ き地手 当にやす る手 当の

文給 があれ ば併せ て届出をす る必要が ある .

(4)通 勤 とは 住居 と勤務公暑 との間の在彼 をい う。 したが つて 在 籍校 の異

動の有無 にかかわ らず  指導主苺  研修指導員  教育研 究所研 究員  補 導 教

員  長期社会体験研修者  海外 日本人学校へ の派遣者  県内外留学 生及 び長

期研修 生等 の勤務公暑 に変 t・ の ある者 は属 出の対像 とな る これ らの職 ^霙
動す る者又 は  これ らの職 か ら異動す る者 の届 出には特 に注意 をす る。

(5)完 全学校週 5日 制実施 に伴 い  4月 1日 以降 回数券 に よるユ 定 は  月 21
日 (■行月 22日 )を 基礎 と して算 定す る

また、平成 14年 3月 分 を回数券に よ ,認 定 を受 けて い る者 につ いて ま次
の とお り取 り叡 う.

ア 4月 1日 付 け人事異動 を しなかった者 で通勤経 路  方法 に変更 の ない者

賊員か らの届 出は不要
イ 上記 ア以外の者

所 定の通勤届 を提 出す る必要が ある。

[参 考 教育職給料表適用者 ]

浦戸大橋 (口 賦券)lヶ 月認定額
0二 崎

豪行 (～ 13年度)  2, 079円
改正 (14年 度～)  1, 985円

②軽四

現行 (～ 13年度)  6, 199円
改正 (14年 度～)  5 918円

◎普通車

■行 (～ 13年度) 10, 319円
改正 (14年 度～)  o, 850円

バス (回 数メ)  lヶ 月諷定額
片道 ooo円 の例

'●
(～ 13年度)3oo円 ×2× 22× 10■ 11-12 000円

改正 (14年 度～)3oo円 ×2× ム以×10■ 11‐ 11 454円
く円来溝切捨>

(6)兼 職発令 を受 けた者 については 兼務板へ の通勁 回数が月 単位 で破諮 で き

る場合 には通勤回数 の按分 に よ り認定す るこ とと してい るので  届 出に あた
つては 次の ことに留意す ること.

ア 通勤の実情 を記載す るこ と 例 えば 毎週木曜 日に業務校 へ通 勤す る

場合 では 本務校及び兼務校 に,る 所要 の記載 と ともに 通勤 の実情 (毎
週木颯 日に兼務校へ通効す る旨)を 付記す るこ と

イ 兼務校で の勤務状況 が確認 で きる書類 を添付 す る こ と



よ養手当

(1)次 のよ うな場合 には 扶養親族届 を提出す る.

ア 所得  特に思結や年金による所得の増大によりまを規族 としての要件 を

久 くに至つた場合

イ 扶を手当を文給 されている職員が配偶者を有するに至つた場合、又は配

偶者 を久 くに至つた場合

ウ 新たによ奏鋼摯 としての要件 を■偵する (久 く)に 至った者がある場合

(2)決 妻親族 としての所得要件である 「年額 130万 円未満 Jと は 月あるい

ま年等 の単位で恒鷲的に収入のある者についてい う.

雇用保険 給料又は家

'等
の月単位の収入については 月傾 10:.:3`1(日

饉 3`H円 ,以 上の収入が1き 続 き 3ヶ 月以上見込まれる場合は 扶を親族 と

しての要件 を大 く場合がある.

なお 年額 とは 暦年又 ま会計年慶単位の所得ではな く それぞれの時点

か ら将来に向かつて 1年 間の所得 をい う.

(3)扶 姜親族た る子の うち 満 22歳 に達 した 日以後の最初の 3月 31日 の経

過 によ り 撲養親族 としての要件 を大 くに奎った場合の届出は不要であるこ

と.

3 住
=手

当

(1)支 給要件を具備す る (人 く)に 奎った
=合

や 偕蒙聟詢の変更等のう0に
は 速やかに住居凧 を■出する必晏がある.中 に 4月 1日 付け人事奥動はこ

のよ うな事例の発生に注意す る。なお 職員の持家や僣家等にま族は従来 ど

お り居奮 しているが 職員 自身は異動等により居住 しな くなった,合 は文給

彙件 を久 くこととなる。

(2)給 与条例の住居手当の条項にい う世帯主 とは 主 としてその収入によつて

世帯の生計を支 えている者をい う.

(3)単 身赴任手当受綸者については 要件を満たせば 従前の住書に係 るtt居
手当が文綸 され る場合があるので留意すること。

へき地手当に摯す る手当

新 たにへき地学校等へ異動 した者スびへ き地学校●IB互 間で具動 した者で
この異動に伴い性層 を移転 した者は 速やかに 「^き 地等学ま及び特地県立
学校等 に勤務す る薇員の住居層」を掟出す ること.

異動 に伴って住居 を移転 した後 再びt居 を,颯 した場合 も届出ること.

なお、■当受給者が引き続 き他の^き 地学校等に具動 となった場合は、臓
員の住居の移転の有無に関わ らず届出が必要 となる.

颯身赴 tF手 当

公署を具にす る具動又は を動する公署の移転に伴い、転居 し やむを得
ない事情によ り曰居 していた配偶を と:1居 し 単身で生活す ることを竹滉 と
し距腱 tll餃 を消 たす職員及び人事委員会規則で定める●員は単夕赴任屋を提
出す る

またヽ″赳任手当を受けている薇員が 支給要件の変更又は

'給
要件を欠

くに至った楊合 も屈出る。
なお 滴 15歳 迄の子のみ と同2し て生活 している職員や配偶者がなく満

18歳 迄の 子と同居 している職員は、子が 16歳若 しくは  18歳 に連す る
以後の最初の 3月 31日 を迎 えた場合には 実綸要件を大 くこととな り届出
が必要 となる。



及

■
　
　
　
　
　
　

，

容

添
　
　
　
　
　
　
と

７

多学年学級担 当手当の月例報告
平成 14年度 4月 以降分については  「多学年学級狐 当手当の文給決定通

如J(5月 下旬～ 6月 上旬を予定)を 受けた後に 月例 |1告 す ること

人事異動 に伴 う履歴書の扱 いについて
現所 属枝 に保管 され ている履歴 書 を原本 とす る
14年 度以降採用者 については  学校 に控 出 した履歴 書 を原 本 とす る。

(1)奥 動 したそ

0同 一市町村内で具動 した者
現所属校で最終の辞令の内容を記入 した うえ 新所属校に原本 を提 出

②異なる市町村 (学 校組合)へ 異動 した者
五所属校で最終の辞令内容を記入 した うえ 新所属校にぶ本 を提出 .

新所属市町村 (学 校組合)教 育委員会^は  新所属校経 由で原本の写 し
を提出

※現所属校においては 原本の写 しを保管する
※■所属長は 31添 「履歴薔確認 (証 明)表 」を作成 し 原本 に添付

する
(2)採 用者 (新規  交流 事務局職貝など)

自筆の履歴書を 2部 lF成 し 学校 とPF属 市町● (学 校 i■ 合 )教 育委員会に
それぞれ提出する.な お 県教育委員会 あてに提出す る 「人事記録カー ドJ

は,1,い とす る.

処理 日程等

(1)平 成 14年 4月 1日 付 け人事異動 に伴 う誇手 当の届 出の うち 次 の手 当 に
ついては 速や かに事務処理 を行 う必要が あ ります ので  4月 19日 (0)
≧ に 各市町村 (学校組合〉教育委員会経由で、教職員映給与班まで提 出 し
てくださぃ

通勤手当 扶養 _.当  住居手当及び単身赴任手当については 4部
べき地手当に準する手当については             1部

(2)給 与システム導入に74っ て 全ての届けには職員番号が必要 となっていま
す 口様式の届出用 l■ でlrt員 番

=欄
がない場合は 襴外ヽ記入 して くだ さい .



履 歴 書 確 認 (証 明)表

職 名 氏 名 生 年 月 日

学 校 名 年 月 日 確認印

ユ

学校

に 入 平成   年   月  日

転 出 T・ 成  年  月  ロ

立

学 校

転 入 平成   年   月  ロ

転 出 平成   年   月  日

立

学 校

転 入 平成   年   月  日

転 出 平成   年   月  日

立

学 校

転 入 平成   年   月  日

転  出 平成   年   月  日

立

学 校

転 入 平成   年   月  日

転 出 平成   年   月  日

立

学校

転 入 平成   年   月  日

転 出 平成   年   月  日

立

学 校

転 入 平成   年   月  日

転 出 平成   年   月  日

立

学 校

転 人 平成   年   月  日

転 出 平成   年   月  日

*確 認 印 は 所 属 長 の 私 印



平成 6年 12月 21日 付 6教義第 998=通 知

枡
・  〈様式〉

介 産 体 喉 用 添 付 書 類

学 校 名

職 氏名

要介護者

に関する

事  項

氏  名

要介護者の

状態及び具

体的な介護

の内容

続  柄

同 ‐別居 □同 居  □別 居

介餞が必要 となった時期

年  月  日

連続する3月 の期間

年 月 日から 年 月 日

議 求 の 期 間 出働簿

菫理済

月鮨囀

煙 済

儲

年 月 日 時  間 時 間 数 請求年月日


